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SDGs未来都市こおりやま

都市計画区域

市街化区域

市街化調整区域

用途地域

高度利用地区

防火地域及び準防火地域

風致地区

駐車場整備地区

流通業務地区

地区計画

再開発等促進地区

集落地区計画

道路

駐車場

自動車ターミナル

27,023.5ha
6,886.3ha
20,137.2ha

10地域6,886.3ha
4地区5.0ha

43.0ha/2,372.0ha
4地区101.5ha
1地区67.0ha
2地区55.0ha

18地区517.8ha
2地区6.8ha
1地区49.8ha

74路線204.08km
1箇所5,480㎡
1箇所8.4ha

公園

緑地

墓園

その他の公共空地（運動場）

下水道（排水区域面積）

汚物処理場

ごみ焼却場

市場

と畜場

河川

火葬場

流通業務団地

駅前広場・交通広場

土地区画整理事業

市街地再開発事業

110箇所233.61ha
17箇所6.83ha
1箇所100.6ha
2箇所27.7ha
6,359.0ha

1箇所22,800.0㎡
2箇所104,200.0㎡
1箇所196,300.0㎡
1箇所30,000.0㎡
2河川11,440.0m
1箇所55,000.0㎡
2箇所54.3ha

4箇所39,720.0㎡
27地区1,613.7ha

4地区5.0ha



（2024（令和６）年10月１日現在）

各年10月1日現在各年10月1日現在

319,230人

421.6人/㎢143,917世帯

　1924（大正13）年９月１日、全国99番目の市として「郡山市」
が誕生し、1929（昭和４）年７月20日、郡山都市計画区域が決
定されました。
　その後、1970（昭和45）年には郡山市、須賀川市、鏡石町で
形成される県中都市計画区域が決定され、計画的なまちづく
りを推進してきました。
　以来、本市は、道路、鉄道、空港が結節する「陸の港」として
の地位を確立し、1997（平成９）年には東北地方で最初の「中
核市」へ移行しました。2019（令和元）年には「こおりやま広域
圏」を形成、同年に福島県内で初めて「SDGｓ未来都市」に選
定され、広域的な地域課題解決や持続可能なまちづくりに向け
た取り組みを行っています。

　本市の人口は、市制施行当時は約４万人でしたが、
1960（昭和35）年には10万人に達しました。
　さらには、1965（昭和40）年の町村合併で22万人に達
し、1985（昭和60）年には30万人都市の仲間入りを果た
しました。現在は約32万人規模を維持していますが、人口は減
少傾向にあります。
　また、一世帯あたりの人員は、1955（昭和30）年以降減
少し、2020（令和２）年には2.3人となり、核家族化が進
んでいます。

　本市では、農業、工業、商業がバランスよく発展し、経済
活動の活発さから「経済県都」として成長を続けていま
す。今後も本市が産業競争力のある課題解決先進都市
「e-経済県都」及び「知の結節点」となることを目指し、持
続的発展ができ、“ふくしま”をけん引する競争力がある
産業づくりを推進しています。

　本市は、福島県の中央に位置し、安積平野または郡山盆地
と呼ばれる平坦地を中心に市街地が広がっており、西は猪苗
代湖、東に阿武隈山地、北は安達太良山に接し、面積は
757.20㎢です。
　気候は、比較的穏やかな内陸性気候で年間平均気温は約
12度、降水量は1,000mm程度、平均湿度は74％で年間を通じ
て乾湿の差は少なく住みやすい気候です。
　四季折々の表情をみせる豊かな風景や自然に囲まれ、安積
開拓の歴史を伝える名所など数多くの歴史的・文化的遺産を
有しているのが特徴です。
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基盤となる取り組み
（行政経営の効率化、あらゆる分野でのDX推進、セーフコミュニティ

活動の推進、連携中枢都市圏構想、復興・創生の更なる推進）

駅前広場・交通広場

　本市では、市政運営の最上位指針となる「郡山市まちづくり基本指針」を策定し、市民の「想い」や「願い」と予見可
能性の高い課題を調和させ、バックキャスト思考による課題解決とICTの活用などにより、将来都市構想の実現を目
指します。
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（2024（令和６）年10月現在）

用途地域
特別用途地区　特定用途制限地域　特例容積率適用地区
高層住居誘導地区　高度地区　高度利用地区　特定街区
都市再生特別地区　居住調整地域　居住環境向上用途誘導地区
特定用途誘導地区　防火地域　準防火地域　特定防災街区整備地区
景観地区　風致地区　駐車場整備地区　臨港地区　歴史的風土特別保存地区
第一種歴史的風土保存地区　第二種歴史的風土保存地区
緑地保全地域　特別緑地保全地区　近郊緑地特別保全地区　緑化地域
流通業務地区　生産緑地地区　伝統的建造物群保存地区
航空機騒音障害防止地区　航空機騒音障害防止特別地区

学校　図書館　研究施設　その他の教育文化施設
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　　　　用途地域内の建築物の用途制限

　　　　　　　　建てられる用途
　　　　　　　　建てられない用途

　　　　①、②、③、④、⑤：面積、階数等の制限あり

住居系 商業系 工業系
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工
業
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住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿
兼用住宅で、非住宅部分の床面積が 50㎡以下かつ建築物の延べ面
積の 2 分の 1 未満のもの

店
舗
・
飲
食
店
等

店舗等の床面積が 150㎡以下のもの ① ② ③ ① ④ ① : 日用品販売店、食堂、喫茶店、理髪店及び建
具屋等のサービス業用店舗のみ。２階以下。
② : ①に加えて、物品販売店舗、飲食店、損保代理店・
銀行の支店等のサービス業用店舗のみ。２階以下。
③ : ２階以下。
④ : 物品販売店舗、飲食店を除く。
⑤:農産物直売所、農家レストラン等のみ。２階以下。

店舗等の床面積が 150㎡を超え、500㎡以下のもの ② ③ ⑤ ④
店舗等の床面積が 500㎡を超え、1,500㎡以下のもの ③ ④
店舗等の床面積が 1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの ④
店舗等の床面積が 3,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの ④
店舗等の床面積が 10,000㎡を超えるもの

事
務
所
等

事務所等の床面積が 1,500㎡以下のもの ①
①：2 階以下事務所等の床面積が 1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

事務所等の床面積が 3,000㎡を超えるもの
ホテル、旅館 ① ①：3,000㎡以下

 

遊
戯
施
設
・
風
俗
施
設

ボウリング場、スケート場、水泳場等 ① ①：3,000㎡以下
カラオケボックス等
マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場
勝馬投票券発売所、場外車券売場等 ① ① ① ①：10,000㎡以下
劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ等 ① ①：客席 200㎡未満
キャバレー、料理店等
個室付浴場業に係る公衆浴場等

公
共
施
設
・
学
校
等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校
大学、高等専門学校、専修学校等
図書館等
神社、寺院、教会等
老人ホーム、福祉ホーム等
保育所等、公衆浴場、診療所、幼保連携型認定こども園
老人福祉センター、児童厚生施設等 ① ① ① ①：600㎡以下
巡査派出所、公衆電話所等
病院
自動車教習所 ① ①：3,000㎡以下

工
場
・
倉
庫
等

2 階以下かつ床面積の合計が 300㎡以下の自動車車庫
倉庫業を営む倉庫、3 階以上又は床面積の合計が 300㎡を超
える自動車車庫（一定規模以下の付属車庫等を除く）

倉庫業を営まない倉庫 ① ② ③ ①：2 階以下かつ 1,500㎡以下　②：3,000㎡以下
③：農産物及び農業の生産資材を貯蔵するものに限る。

畜舎 ① ② ①：15㎡以下　②：3,000㎡以下
作業場の床面積の合計が 50㎡以下の工場で危険性や環境を悪
化させるおそれが非常に少ないもの ①

①：農産物を生産、集荷、処理及
び貯蔵するものに限る。作業場の
床面積の制限なし。著しい騒音を
発生するものを除く。
※原動機・作業内容の制限あり

作業場の床面積の合計が 150㎡以下の工場で危険性や環境を
悪化させるおそれが少ないもの
作業場の床面積の合計が 150㎡を超える工場又は危険性や環
境を悪化させるおそれがやや多いもの
危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場

自動車修理工場 ① ① ② ③ ③
作業場の床面積
①：50㎡以下　②：150㎡以下
③：300㎡以下

日刊新聞の印刷所

火薬、石油類、ガス等の危険物
の貯蔵又は処理に供するもの

 量が非常に少ない施設 ① ②
①：2 階以下かつ 1,500㎡以下
②：3,000㎡以下

 量が少ない施設
 量がやや多い施設
 量が多い施設

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場等 都市計画区域内においては都市計画決定が必要
注）本表は、建築基準法別表第二の概要であり、すべての制限について掲載したものではありません。

注）都市計画法において用途地域は、
左表の13地域となっています
が、本市ではこの内、白抜き部
（第二種低層住居専用地域、準
住居地域、田園住居地域）を除く
10地域の指定を行っています。



　地区計画は、それぞれの地区の特性に応じ、良好な都市環境
の形成を図るために、地域住民が主体となってまちづくりを進
めていく地区レベルの都市計画です。
　この地区計画制度では、地域住民の方々の話し合いにより、
道路、公園、広場などの配置や、建築物の用途、高さ、容積率、
色彩など、細かなルールを定めることができます。
　本市では、21地区、574.4haの地区計画を定めています。
　また、平成31年３月には地域の実情に即したまちづくりの支
援を図るため「郡山市市街化調整区域地区計画運用指針」を、
令和２年３月には「メディカルヒルズ郡山基本構想2.0」の実現
に向け「郡山市市街化調整区域地区計画運用指針（旧福島県
農業試験場本場跡地等周辺地区）」を策定・公表しました。

郡山中央スマートIC
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■環状道路網計画図（2024年4月末現在）
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　下水道は、降雨時における浸水被害の軽減、快適で安全
な生活環境の確保、さらには湖沼や河川の水環境の保全
など、多面的な機能・役割を有しており、生活に欠かすこと
のできない生活基盤の一つです。
本市の下水道処理人口普及率は年々伸び、令和４年度末現
在の普及率は75.1%となっており、地域の実情に合わせた
効率的な整備を進めています。
　また、局地的集中豪雨などにより発生する浸水被害を効
率的に軽減させるため、雨水貯留施設などの整備を推進し
ています。

　汚物処理場、ごみ焼却場、火葬場などの施設は、都市に
暮らす人々が快適な都市生活を営むうえで、欠くことのでき
ない施設であり、その立地にあたっては周辺の生活環境へ
の影響などを総合的に判断し、その敷地の位置や区域を
都市計画決定しています。
　また、降雨時における浸水被害を軽減するため、都市計
画河川として逢瀬川と谷田川を決定し、河川改修を進めて
います。

雨水貯留施設の整備「図景貯留管」

公共下水道
（市で施工・維持管理）

●駅前広場・交通広場

　郡山市総合地方卸売市場（196,300.0㎡）は、水産物や青
果のほか、花きも取り扱う市場であり、本市を含む県中地区
22市町村を供給の対象とした食と花の総合流通拠点としての
役割を担っています。

　駅前広場は複数の交通機関間の乗り継ぎが円滑に行えるだ
けでなく、都市の「顔」としてのシンボル性、公共的なオープン
スペースとしての役割も担う交通結節施設です。
本市では、郡山駅西口駅前広場、郡山駅東口交通広場、磐梯
熱海駅前広場、安積永盛駅交通広場の４箇所39,720.0㎡を
決定しています。

※平成23～平成27年度は調査不能な８市町、平成28年度は調査不能な７市町、平成29、30年度は調
査不能な５町、令和元年度は調査不能な２町、令和２～令和４年度は調査不能な２町を除いた数値と
なっています。

全国 76.3

郡山市 71.0

福島県 50.4

81.0

75.1

※55.4

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

開成山公園（地区公園）
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　土地区画整理事業は、未整備な市街地や市街地予
定地において、道路、公園、河川等の公共施設と宅地
を一体的、かつ、面的に整備することにより、土地の
区画を整え宅地の利用の増進を図る事業です。
　27地区1,613.7haを都市計画決定し整備を進めて
おり、これは市街化区域面積の４分の１にあたります。

　都市計画法第18条の2の規定に基づき、福島県
が定める都市計画区域の整備、開発及び保全の方
針である「県中都市計画区域マスタープラン」や市
の上位計画と整合を図りながら「市町村の都市計
画に関する基本的な方針」として定めるものです。
　本市においては、2023（令和5）年11月に改定し
ております。

2020（令和２）年９月施行

2023（令和５）年７月策定

第２期福島県復興計画
2021（令和３）年３月策定

郡山市まちづくり基本指針
（あすまちこおりやま）
2018（平成30）年２月策定

脱炭素化の実現を
目指したまちづくり
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SDGs未来都市こおりやま

都市計画区域

市街化区域

市街化調整区域

用途地域

高度利用地区

防火地域及び準防火地域

風致地区

駐車場整備地区

流通業務地区

地区計画

再開発等促進地区

集落地区計画

道路

駐車場

自動車ターミナル

27,023.5ha
6,886.3ha
20,137.2ha

10地域6,886.3ha
4地区5.0ha

43.0ha/2,372.0ha
4地区101.5ha
1地区67.0ha
2地区55.0ha

18地区517.8ha
2地区6.8ha
1地区49.8ha

74路線204.08km
1箇所5,480㎡
1箇所8.4ha

公園

緑地

墓園

その他の公共空地（運動場）

下水道（排水区域面積）

汚物処理場

ごみ焼却場

市場

と畜場

河川

火葬場

流通業務団地

駅前広場・交通広場

土地区画整理事業

市街地再開発事業

110箇所233.61ha
17箇所6.83ha
1箇所100.6ha
2箇所27.7ha
6,359.0ha

1箇所22,800.0㎡
2箇所104,200.0㎡
1箇所196,300.0㎡
1箇所30,000.0㎡
2河川11,440.0m
1箇所55,000.0㎡
2箇所54.3ha

4箇所39,720.0㎡
27地区1,613.7ha

4地区5.0ha


